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農業委員会制度・組織改革に向けての基本的な考え方等ついて
平成２６年４月２日
全 国 農 業 会 議 所

Ⅰ．農業委員会制度・組織改革に向けての基本的な考え方ついて

農業委員会は、昭和26年の制度発足以降 「農地改革から農業改革へ」をスローガンに 「土地（農地）と人（担い手 」対策を、 、 ）
柱に、農業における構造政策推進の中心的な役割を果たしてきている。今日、農業の成長産業化と美しい農村の維持・発展に向け
た「農林水産業・地域の活力創造プラン」のもとで、農業委員会系統組織として制度・組織の改革に自ら主体的に取り組み、農地
の確保・有効利用と担い手の経営確立の実現を期すこととする。その基本的な考え方を整理すると以下の通り。

項 目 改革の目的・視点及び検討事項

Ⅰ．農業委員会制度・ １．改革の目的
組織改革の目的と 農業を成長産業にして、農家の所得を増やし、農村を元気にするために
視点

○農業委員会系統組織として、自らの改革を図りながら全力で農業・農村の再構築に取り組む
○特に460万ha（約5,000万筆）の農地に精通し、責任をもつ立場に依拠 「農地を守り、有効利用、
する」ことを通じて実現（一翼を担う）

①担い手へ農地を集積・集約
②耕作放棄地の発生防止と解消
③「新たな農業のパートナー作り」の推進

２．改革の視点

○地域の活力・エネルギーの最大限の発揮
○開かれた農業・農村・農業委員会の実現
○公平性・公正性・透明性を徹底的に追求した組織構成と運営の確保
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《 》Ⅱ．農業委員会の役割 農業委員会の３つの役割・４つの機能
と機能の明確化

農地を守る 農地と担い手を活かす 農業・農村の情報受発信

法令遵守、公平・公正、透明性 農業構造の改革、地域振興 地域農業の発信、政策の普及・浸透

実態把握・整理機能 調整・支援機能 審議機能 公的代表機能

農地パトロールの実施 相談・仲介 審査・判断 意見の公表・政策の提案

利用意向確認 農地のあっせん調整 許認可 農業政策、施策情報の提供

農地台帳等の整備 経営確立支援

集落の合意形成

○農業委員としての地域活動 ○地域農業の代表、精通者としての知見と問題意

識・農業集落が基本単位

○地域調和要件の確認・地域の信頼、人と農地の姿が見えること

○事務局職員の業務遂行 ○総合的見地と専門性

○現場の農業者の声を踏まえた政策提案・農地台帳の作成・公表等の適正実施

Ⅲ．農業委員会の制度 １．業務のあり方
・組織改革の検討 ◎視点
事項

許認可的な業務と振興的な業務は両者相俟って効果が発現

（１）地域での「人と農地の問題の解決」
→地域で「人と農地の問題の解決」に向けた農業者による協議の場の設置・実施に農業委員全員で取

り組む
→農業への新規就農や企業誘致のための地域の条件整備・合意形成に取り組む
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（２）担い手への農地利用集積の加速
→遊休農地の所有者等の意向調査を徹底し、農地の出し手・受け手の掘り起こしによる利用集積に

取り組む
→このため、農業委員会業務を遂行するための農業委員の分担業務として 「農地の利用状況調査の、

実施 「遊休農地所有者等の利用意向調査の実施 「農地の出し手・受け手の把握・調整活動」」、 」、
等の地域活動の役割（所掌事務）を法律に明記することの検討

（３）６次産業化等への積極的な取り組み
→商工業者、専門家等の選任委員としての参画によりその知見を反映させる

２．組織・構成のあり方
◎視点

○代表制を担保するための公選制の維持
○「無投票が多い 「誰が農業委員か分からない」との声への対応」、
○農業者の内部だけでものごとを決めているとの声への対応

（１）公選制による地域の農業者の代表としての位置づけの確保
→「農業者の農業委員会に対する理解と認識・責任の保持 「農業者の信任を源泉とする農業委員」、

会の指導力の保持 「農業者の自主的活動による行政執行の正当性の確保」の観点から農業委員」、
の選出に当たっては公選制を維持

（２）選挙権・被選挙権の見直し
①選挙権の拡大（農業生産法人従業員、農業生産法人以外の法人の農業常時従事役員等に選挙権を

付与）を検討
②選挙権と被選挙権の分離（選挙権は農地取得の下限面積以上、被選挙権は認定農業者等）を検討
③投票所における候補者名一覧の掲示等を検討
④耕作の業務を行う者と同居していないが、農業には従事している親族又はその配偶者の選挙権・

被選挙権の付与を検討
⑤農業委員会選挙人名簿の作成事務の効率化（ ）を検討耕作従事日数の把握等
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（３）環境変化に対応した組織体制の整備強化
①6次産業化等農業の範囲の拡大への対応と農業者だけで決めているとの声への対応

ア．議会推薦の選任委員は商工業者、専門家等非農業者等を優先(公募等の検討)することを検討
イ．議会推薦の選任委員として、別途新たに女性枠2名の創設を検討
ウ．審査方法の公平性・公正性・透明性の確保
○許認可に当たって、地域における農業委員による事前の実態確認を位置づけた上で、許認可の

審議について、農業者以外の者の参与の割合を高めることを検討
○地域の農地面積に対応した十分な活動を確保するための農業委員（選挙委員）の上限定数の弾

力化を検討
②許認可や意見具申にあたって、申請者に対し判断の根拠を示すなど、透明性をより強化する取り

組みを行うことを検討

（４）事務局体制・財源の充実
①農業委員会事務局職員の定数と一定の在職年数の確保を検討
②農業委員会業務を遂行するのに必要な財源確保を検討

３．運営のあり方
◎視点

○農業委員会の活動が目に見えない等の声への対応

○都道府県農業会議に外部の有識者を加えた「事業評価委員会（仮称 」を設置し、事業評価プロ）
セス（ＰＤＣＡサイクル）の導入・推進による農業委員会の活動支援を検討



- 5 -

【参考 「農業委員会制度・組織改革に向けた組織討議のためのアンケート（農業委員会・農業者 」より抜粋】 ）
平成26年2月実施 農業委員会1,710委員会対象（1,393回収／1,236集計 、農業者500経営体目標（462回収／410集計））

農業委員会の活動の評価について 農業委員会の許認可業務の実施について 許認可等の法令業務への取り組みの
【農業者】 【農業者】 必要性について【農業委員会】

公選制を維持すべきか、公選制以外の方法に切り替えるべきか
【農業者】 【農業委員会】

①よく活動し

ている。

23.3%

②普通であ

り、特に不都

合は感じな

い。

42.5%

③活動はし

ているが内

容には不満

がある。

14.6%

④活動は低

調である。

7.5%

⑤活動が見

えない。

11.2%

⑥その他

1.0%

88.4%

②農地法等

の許認可事

務の一部は

首長（市町

村長）に移

管すべき

10%

③その他

2%

①農地法３条（農地の貸借や売買等）や

４・５条（農地の転用）に係る許認可など

は、個人の契約に係るものであるとともに

地域農業にも密接に関係するものである

ので、農業者の代表で構成する農業委員

会が行うべき

①公選制を

維持するべ

き

69%

②公選制以

外の選出方

法に切り替

えるべき

31%

①許認可等

の法令業務

と農業振興

業務は一体

的に取り組

んでいくべき

52.7%

43.3%

③許認可等

の法令業務

から、農業振

興業務等に

重点を切り替

えていくべき

3.2%

④その他

0.8%

②許認可等の法令業

務と農業振興業務は一

体的に取り組んでいく

べきだが、許認可等の

法令業務における審査

的な機能と、農業振興

業務の推進的な機能

の進め方については、

区分して取り組むこと

が必要

①公選制を

維持するべ

き

81.2%

②公選制以

外の選出方

法に切り替

えるべき

18.8%
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（ 農地を活かし、担い手を応援する全国運動」で対応）Ⅱ．農地の活用・保全における農業委員会のあり方について 「

１．農地管理と有効利用に向けた機能の発揮
（１）農地情報の把握と農地台帳の精度向上

① 農地パトロール（利用状況調査）結果の農地台帳への反映及び遊休農地分布図を作成
② 選挙人名簿登載申請時等における筆別表の全戸配布による台帳補足調査と、調査結果に基づいた台帳の補正を実施
③ 上記②にあわせた農家ごとの規模拡大・縮小の意向、農地一筆ごとの貸付意向等の把握
④ 住民基本台帳、固定資産課税台帳との照合による精度の向上
⑤ 相続情報の把握

（２）農地台帳及び地図の公表への対応と整備・運用体制の構築
○ 農地台帳及び地図の公表への対応

・ 農地情報公開システム整備事業」で整備する一元的電子マップシステムで公表できるよう、台帳システム等を整備「
・法令等で農業委員会窓口での提供に円滑に対応するため、台帳システムの改修と、公表手続きの条例化を推進

（３）遊休農地の発生防止・解消対策の強化
○ 農地パトロールによる地域の農地利用の総点検と農地台帳の整備

・農地の有効利用や遊休農地解消のため、管内の全農地を「農地パトロール （利用状況調査）を実施し、農地を総点検」

２．担い手への農地利用集積の推進
（１）認定農業者や集落営農等の掘り起こし

① 認定農業者等担い手の確保・育成の推進
② 集落営農の組織化・法人化の推進

（２）担い手への農地利用集積の推進
・ 出し手 （農地所有者）の「掘り起こし」と「意向把握」をし、農地の「受け手」との利用調整（マッチング）を行う「 」

（３）新たな農業のパートナーづくりの推進（企業等の農業参入促進）
①新規就農の促進、
②農業生産法人の広域展開の支援、
③農業生産法人以外の法人等（解除条件付き賃貸借）の農業参入

ーを促進する「新たな農業のパートナーづくり」を推進


